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2022年市民要望アンケート集計分析結果報告 

 

はじめに 

 2022 年市民要望アンケートは、日本共産党横浜市会議員団が全市民を対象に 2022 年 4 月

から実施しているものである。このアンケートは昨年夏に誕生した山中竹春新市長のもとで

の新しい市政の流れをさらに前にすすめることを目的としたものである。 

 アンケートの回収は各戸配布された記入用紙に記入し返信用封筒で回収する方法と、議員

団のホームページの市民要望アンケートのサイトから送信してもらう方法で行った。 

この調査は、回収した 8800 人の回答者を集計したもので、横浜市民全体の傾向を表した

ものではない。 

 

１．行政区の配分数と回収数・率 

注）人口と世帯数は住民基本台帳から 

 アンケート 840000 枚を各区に配分し有効回収数 8800 枚（8 月 1 日現在）である。配分枚

数に対する回収率は 1.05 である。これは配分枚数を全部配布したときの回収率で、配分枚

数の 80％を配布したと仮定すると 1.30になる。 

 全世帯に対する回収率は 0.48 であるが、配分世帯数は市内全世帯 1,835,272 世帯の

45.8%の 840,000枚しか配布していないので注意を要する。 

表－１ 行政区別市民アンケート回収状況 
  

  

アンケート回収数 人口 
2022.1.1 

世帯数 
2022.1.1 

アンケー
ト配分数 

配分率（％） 
配分/世帯 

回収率（％） 
回収/配分 

世帯回収率 
回収/世帯（%）  構成比 

鶴見 636 7.2 293,891 149,332 80,000 53.6 0.80 0.43 

神奈川 651 7.4 241,359 129,121 60,000 46.5 1.09 0.50 

港北 655 7.4 351,796 175,615 70,000 39.9 0.94 0.37 

都筑 261 3.0 214,939 90,203 25,000 27.7 1.04 0.29 

緑 547 6.2 182,040 83,823 40,000 47.7 1.37 0.65 

青葉 365 4.1 310,170 138,352 40,000 28.9 0.91 0.26 

横浜北部計 3,115 35.4 1,594,195 766,446 315,000 41.1 0.99 0.41 

西 283 3.2 103,191 58,588 20,000 34.1 1.42 0.48 

中 304 3.5 152,111 87,395 30,000 34.3 1.01 0.35 

南 605 6.9 198,618 110,101 60,000 54.5 1.01 0.55 

港南 683 7.8 214,868 102,618 60,000 58.5 1.14 0.67 

磯子 308 3.5 167,309 82,779 30,000 36.2 1.03 0.37 

金沢 707 8.0 196,219 93,901 60,000 63.9 1.18 0.75 

横浜中央計 2,890 32.8 1,032,316 535,382 260,000 48.6 1.11 0.54 

保土ヶ谷 555 6.3 203,734 103,157 55,000 53.3 1.01 0.54 

旭 700 8.0 244,659 116,652 60,000 51.4 1.17 0.60 

瀬谷 274 3.1 122,532 57,243 60,000 104.8 0.46 0.48 

戸塚 551 6.3 282,543 129,011 28,000 21.7 1.97 0.43 

栄 365 4.1 120,852 56,849 30,000 52.8 1.22 0.64 

泉 297 3.4 152,657 70,532 32,000 45.4 0.93 0.42 

横浜西南計 2,742 31.2 1,126,977 533,444 265,000 49.7 1.03 0.51 

市外 11 0.1             

不明 42 0.5             

横浜市計 8,800 100.0 3,753,488 1,835,272 840,000 45.8 1.05 0.48 
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 区別も配分世帯数に対する回収率は、高い順に戸塚区 1.97%、西区 1.42%、緑区 1.37%、

栄区 1.22%、金沢区 1.18%、旭区 1.17%など。低いのは瀬谷区 0.46%、鶴見区 0.80%などとな

っている。全世帯に対する回収率の高い順は金沢区 0.75%、港南区 0.67%、緑区 0.65%、栄

区 0.64%、旭区 0.60%など。低いのは青葉区 0.26%、都筑区 0.29%、港北区 0.37%、磯子区

0.37%等である。横浜市の家族構成は核家族と単独世帯で 95.7%を占めるので配布数が配布

世帯数と考えられるので、配布世帯に対しての回収率は、回収数/配布数（配布世帯数）に

なり、戸塚区 1.9、西区 1.42、緑区 1.37、栄区 1.22、旭区 1.17、金沢区 1.18、港南区 1.14

で全市計 1.05 となる。前回 2017 年 4 月～9 月実施の市民アンケートは 853,000 枚の配分枚

数に対して有効回収枚数は 11,378 枚、配分数（配布世帯数）に対する回収率は 0.68で、今

回は前回のアンケートよりも配布世帯数に対する回収率は 0.68→1.05と高くなっている。 

 

２．あなたについて伺います―どんな市民が回答

しているか 

 回収数での区別構成比（表－２）が高いのは旭

区、金沢区 8.0％、港南区 7.8％、港北区、神奈

川区 7.4％などとなっている。 

年齢階級別構成比（表－３）は多い順に 70 歳

代 27.1％，80 歳代以上 19.2％、60 歳代 15.8％、

50歳代 11.6％、40歳代 10.1％、30歳代 9.3％、

20歳代 4.6％、10歳代 0.4％である。 

青年世代（20 歳台以下）は 5.0％、30～70 歳

未満のいわゆる現役世代が 46.8％、70 歳以上は

46.3％である。 

なお、今回のアンケートでは回答者の性別につ

いての項目は設けていない。職業等別の構成比

（表－４）は職業別及び雇用形態別で見ると正社 

員 18.8％、非正規（臨時・契約＋パート・アル

バイト）が 14.4％、年金生活 29.0％、主婦・主

夫が 16.8％、自営業 5.8％などとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－２回答数の行政区別構成比、 
世帯数当たりの回答率（SA） 

 
回答数 

回答数の区
別構成比％ 

世帯数当た
りの回収
率％ 

鶴見 636 7.2 0.43 
神奈川 651 ⑤7.4 0.50 
港北 655 ④7.4 0.37 
都筑 261 3.0 0.29 
緑 547 6.2 ③0.65 
青葉 365 4.1 0.26 
西 283 3.2 0.48 
中 304 3.5 0.35 
南 605 6.9 0.55 
港南 683 ③7.8 ②0.67 
磯子 308 3.5 0.37 
金沢 707 ②8.0 ①0.75 
保土ヶ谷 555 6.3 0.54 
旭 700 ①8.0 ⑤0.60 
瀬谷 274 3.1 0.48 
戸塚 551 6.3 0.43 
栄 365 4.1 ④0.64 
泉 297 3.4 0.42 
市外 11 0.1  
不明 42 0.5  
全体 8,800 100.0 0.48 

表－３年齢階級別構成比 

  回答者数 構成比％ 

青
年 

10歳台 37 0.4 

20歳台 402 4.6 

現
役
世
代 

30歳台 821 9.3 

40歳台 889 10.1 

50歳台 1,018 11.6 

60歳台 1,388 15.8 

高
齢 

70歳台 2,385 27.1 

80歳以上 1,691 19.2 

 

不明 169 1.9 

 

全体 8,800 100.0 

表-４回答者の職業等別構成比 

職業等 回答数 構成比 
正社員 1,656 18.8 

臨時・契約社員 343 3.9 

パート・アルバイト 922 10.5 

求職中 137 1.6 

公務員 178 2.0 

自営業 509 5.8 

年金生活 2,551 29.0 

主婦・主夫 1,479 16.8 

学生 73 0.8 

その他 638 7.3 

不明 314 3.6 

全体 8,800 100.0 
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３．山中市長の仕事ぶりについて、市民はどうみているか 

単純集計の結果は、①期待した通

り 9.3％、②もう少し頑張ってほし

い 22.8％、③期待に沿っていない

6.8％、④最初から期待していない

8.1％、⑤まだ何とも言えない

33.4％、⑥よくわからない 14.8％

となっている。①と③では①が上回

っている。①と②の合計は 32.1%で、

③と④の合計 14.9%の倍を超えてい

る。また、⑤まだ何とも言えない、⑥

よくわからないの合計の保留が 48.2％ 

                  と約半数を占めている。 

 

山中市長の仕事ぶりを「＋評価」＝①＋②、「－評価」＝③＋④、「保留」＝⑤＋⑥とすると。

「＋評価」の高い回答率上位５位は泉区 37.7％、南区 36.6％、栄区 36.5％、鶴見区 34.7％、

旭区 35.8％である。 

「－評価」の回答率が高い上位５位は、都筑区 20.0％、中区 19.2％、西区 18.8％、青葉区

表—５ 山中市長の仕事ぶりについて（SA） N＝8800 

 回答数 回答率 

①期待した通り 818 9.3 

②もう少しがんばってほしい 2,005 22.8 

「＋評価」＝小計（①＋②） 2,823 32.1 

③期待に沿っていない 598 6.8 

④最初から期待していない 714 8.1 

「－評価」小計（③＋④） 1,312 14.9 

⑤まだ何とも言えない 2,937 33.4 

⑥よくわからない 1,306 14.8 

「保留」＝小計（⑤＋⑥） 4,243 48.2 

その他 49 0.6 

不明 373 4.2 

表—６ 行政区別にみた山中市長の仕事ぶりについて N=8427（不明を除く） 

 

単位：％ 
回
答
者
数 

①
期
待
し
た

通
り 

②
も
う
少
し

が
ん
ば
っ
て

ほ
し
い 

「
＋
評
価
」

小
計
①
＋
② 

③
期
待
に
沿

っ
て
い
な
い 

④
最
初
か
ら

期
待
し
て
い

な
い 

「
－
評
価
」

小
計
③
＋
④ 

⑤
ま
だ
何
と

も
言
え
な
い 

⑥
よ
く
わ
か

ら
な
い 

「
保
留
」 

小
計
⑤
＋
⑥ 

そ
の
他 

横浜市計 8427 9.7 23.8 33.5 7.1 8.5 15.6 34.9 15.5 50.4 0.6 

回
答
者
の
居
住
し
て
い
る
行
政
区 

鶴見 617 11.0 23.7 34.7 9.7 6.8 16.5 29.7 18.5 48.2 0.6 

神奈川 631 9.2 22.2 31.4 6.0 10.3 16.3 34.7 17.1 51.8 0.5 

港北 624 9.5 23.2 32.7 6.3 10.3 16.6 32.2 18.1 50.3 0.5 

都筑 249 8.0 24.9 32.9 10.8 9.2 20.0 30.1 16.9 47.0 0.0 

緑 530 7.4 27.7 35.1 8.1 6.0 14.1 32.1 18.3 50.4 0.4 

青葉 356 9.8 22.5 32.3 8.1 10.1 18.2 32.9 16.0 48.9 0.6 

西 272 4.4 21.3 25.7 9.2 9.6 18.8 37.1 16.9 54.0 1.5 

中 291 7.2 22.7 29.9 5.8 13.4 19.2 37.1 12.4 49.5 1.4 

南 580 12.1 22.9 35.0 6.9 6.0 12.9 38.3 13.3 51.6 0.5 

港南 656 10.1 26.5 36.6 5.2 7.5 12.7 37.2 13.4 50.6 0.2 

磯子 301 7.3 18.3 25.6 8.6 7.3 15.9 40.2 17.9 58.1 0.3 

金沢 676 8.7 24.3 32.0 7.1 8.1 15.2 36.8 14.2 51.0 0.7 

保土ヶ谷 531 10.7 22.0 32.7 7.3 7.7 15.0 35.6 16.6 52.2 0.0 

旭 667 13.8 22.0 35.8 5.8 8.4 14.2 34.0 15.3 49.3 0.6 

瀬谷 261 9.2 24.5 33.7 5.4 5.7 11.1 39.5 15.3 54.8 0.4 

戸塚 521 9.4 25.0 34.4 6.0 8.6 14.6 36.1 13.2 49.3 1.7 

栄 348 10.1 26.4 36.5 9.2 8.3 17.5 34.2 11.2 45.4 0.6 

泉 286 10.8 26.9 37.7 4.5 12.2 16.7 32.9 12.2 45.1 0.3 

市外 11 9.1 18.2 27.3 9.1 36.4 45.5 9.1 18.2 27.3 0.0 



4 

 

18.2％、栄区 17.5％などとなっている。 

仕事ぶりを「保留」している回答者の一番高い区は磯子区の 58.1％、一番低い区は泉区の

45.1％で全市平均でも 50.4％で、回答者の約半分が仕事ぶりの様子を見ていることが注目

される。 

 

 表-８ 山中竹春市長の仕事ぶりについて  N＝8427(不明を除く) 
 

①
期
待
し
た

通
り 

②
も
う
少
し
が

ん
ば
っ
て
ほ
し

い ＋
評
価
＝
①
＋
② 

③
期
待
に
沿

っ
て
い
な
い 

④
最
初
か
ら
期

待
し
て
い
な
い 

－
評
価
＝
③
＋
④ 

⑤
ま
だ
何
と

も
言
え
な
い 

⑥
よ
く
わ
か

ら
な
い 

保
留
＝
⑤
＋
⑥ 

そ
の
他 

横浜市計 
回答数 818 2,005 2,823 598 714 1312 2,937 1,306 4,243 49 

回答率 9.7 23.8 33.5 7.1 8.5 15.6 34.9 15.5 50.4 0.6 

正社員 4.5 21.2 25.7 10.5 12.5 23.0 28.7 22.1 50.8 0.5 

臨時・契約社員 a 6.2 25.2 31.5 7.7 13.9 21.7 28.8 17.2 46.0 0.9 

パート・アルバイト b 6.5 20.8 27.3 6.2 9.9 16.1 35.9 17.0 52.9 0.4 

小計 a+b=非正規 6.4 21.9 28.3 6.6 10.9 17.5 33.8 17.0 50.8 0.6 

求職中 6.7 19.4 26.1 9.7 10.4 20.1 37.3 15.7 53.0 0.7 

公務員 6.9 24.1 31.0 8.6 13.8 22.4 33.9 12.1 46.0 0.6 

自営業 7.8 19.6 27.4 7.4 12.3 19.6 37.4 14.9 52.4 0.6 

年金生活 15.1 25.8 40.8 6.1 4.4 10.6 37.8 10.4 48.2 0.4 

主婦・主夫 9.4 26.3 35.7 6.0 5.6 11.6 37.7 14.3 52.0 0.6 

学生 2.9 18.8 21.7 4.3 7.2 11.6 29.0 37.7 66.7 0.0 

その他 11.0 25.7 36.7 4.1 8.9 13.0 33.2 15.8 49.0 1.3 

職業等別で見た山中市長の仕事ぶりの評価は、「＋評価」の回答率が高い上位５位は、年

金生活 40.8％、その他 36.7％、主婦・主夫 35.7％、公務員 31.0％、非正規（臨時・契約社

員＋パート・アルバイト）28.7％である。「＋評価」の全市平均回答率は 15.6％で、これよ

り回答率が低いのは、主婦・主夫、学生、年金生活、その他である。 

これを年齢階級別にみると。「＋評価」の回答率が高い年齢階級は、80 歳台以上 40.0％、

70 歳台 39.1％、60 歳台 34.4％、50 歳台 28.0％である。「－評価」の高い回答率は、40 歳

台 25.8％、50 歳台 23.0％、30 歳台 21.0％などである。「保留」の高い回答率は 20 歳以下

43.7％、40 歳台 47.7％、50 歳台 48.1％である。保留の一番低い回答率は 60 歳台の 43.7％

で全体として各年齢階級の 40～5％の回答者が保留していることがわかる。保留者にどのよ

うに働きかかけるか山中市政の評価が変化する可能性が高い。なお、設問は 10歳台と 20歳

台は２項目あるが、10歳台の回答数が 36人と少ないため、20歳台以下（N=439）とした。 

表—７ 行政区ごとに見た山中市長の仕事ぶりの評価 網掛けの区は現職がいる区 

行政区 鶴見 神奈川 港北 都筑 緑 青葉 西 中 南 

＋評価①② 34.7 31.4 32.7 32.9 35.1 32.3 25.7 29.9 36.6 

－評価③④ 16.5 16.3 16.6 20.0 14.1 18.2 18.8 19.2 12.9 

保 留⑤⑥ 48.2 51.8 50.3 47.0 50.4 48.9 54.0 49.5 51.6 

行政区 港南 磯子 金沢 保土ヶ谷 旭 瀬谷 戸塚 栄 泉 

＋評価①② 36.6 25.6 34.0 32.7 35.8 33.7 34.4 36.5 37.7 

－評価③④ 12.7 15.9 15.2 15.0 14.2 11.1 14.6 17.5 16.7 

保留 ⑤⑥ 50.6 58.1 51.0 52.2 49.3 54.8 49.3 45.4 45.1 
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４．市長に特に力を入れてほしいことは何ですか 

「市長に特に力を入れてほしいこと」は 20 項

目から３つ選択する設問で、回答率の高い項目上

位３項目を見ると医療 33.3%、子育て支援 30.9%、

介護 26.5%である。10%以上の回答率の項目は環

境 23.2%、教育 22.6%で、学び就労など若者支援

18.2%、新型コロナ対策 18.0%、防災 17.9%、雇用

11.7%、障害児・者福祉 10.1%となっている。 

回答した市民の市政に期待していることは、子

育て・教育・若者の支援、医療・介護・障碍児・

者支援、環境・防災、雇用の分野に特に力を入れ

てほしいことを示している。 

 

行政区別の回答率上位３項目（数値は回答率） 

鶴見区 医療 36.5％、教育 33.2％、介護 28.1％ 

神奈川区 医療 35.7％、子育て支援 31.4％、介

護 28.3％ 

港北区 子育て支援 36.1％、教育 30.5％、医療

29.0％ 

都筑区 子育て支援 30.3％、医療 29.0％、教育

28.6％ 

緑区 子育て支援 37.8％、医療 34.7％、

教育 29.6％ 

青葉区 子育て支援 36.9％、医療 34.6％、

介護 27.4％ 

表－９年齢階級別の山中竹春市長の仕事ぶりについて N＝8427（不明を除く） 

  

項目 

N＝8427 

①
期
待
し
た
通
り 

②
も
う
少
し
が
ん
ば

っ
て
ほ
し
い 

「
＋
評
価
」
＝ 

小
計
①
＋
② 

③
期
待
に
沿
っ
て

い
な
い 

④
最
初
か
ら
期
待

し
て
い
な
い 

「
－
評
価
」
＝ 

小
計
③
＋
④ 

⑤
ま
だ
何
と
も
言

え
な
い 

⑥
よ
く
わ
か
ら
な
い 

「
保
留
」
＝ 

小
計
⑤
＋
⑥ 

そ
の
他 

横浜市計 9.7 23.8 33.5 7.1 8.5 15.6 34.9 15.5 50.4 0.6 

年
令
階
級
別 

20歳台以下 3.1 17.0 20.1 5.3 8.4 13.7 29.7 36.4 66.1 0.0 

30歳代 3.2 21.4 24.6 11.2  9.8 21.0 29.6 24.1  53.7 0.7  

40歳台 5.2 20.6 25.8 11.0 14.8 25.8 31.3 16.4 47.7 0.8 

50歳代 6.9 21.1 28.0 7.5 15.5 23.0 30.6 17.4 48.1 1.0 

60歳代 8.0 26.4 34.4 8.0 10.5 18.5 33.7 13.0 43.7 0.4 

70歳代 13.4 25.7 39.1 6.4 4.6 11.0 38.3 11.2 49.5 0.4 

80歳台以上 15.1 24.9 40.0 3.6 3.6 7.2 39.9 12.1 52.0 0.7 

表—10 市長に特に力を 
入れてほしいこと N=8800（３つ選択） 

  項目 回答数 
回答
率％ 

子育て支援 2,717 30.9 

教育 1,991 22.6 

学び、就労など若者支援 1,603 18.2 

雇用 1,027 11.7 

医療 2,927 33.3 

介護 2,336 26.5 

中小企業・自営業支援 718 8.2 

障害児・者福祉 890 10.1 

環境（地球温暖化・緑・ごみ） 2,042 23.2 

平和施策 566 6.4 

住宅・住環境 791 9.0 

防災 1,574 17.9 

文化・スポーツ 302 3.4 

人権・ジェンダー平等 648 7.4 

新型コロナ対策 1,583 18.0 

行政サービスのデジタル化 680 7.7 

観光・賑わい 366 4.2 

郊外部の活性化 277 3.1 

地域交通 806 9.2 

市民参加・住民自治 488 5.5 

その他 478 5.4 

不明 401 4.6 
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 西区 医療 29.8％、子育て支援 28.7％、教育 23.9％、 

 中区 医療 35.2％、子育て支援 28.3％、環境（地球温暖化・緑・ごみ）25.9％ 

 南区 医療 33.8％、介護 29.1％、子育て支援 26.9％ 

 港南区 医療 39.9％、子育て支援 32.7％、介護 28.9％ 

 磯子区 医療 38.9、子育て支援 33.8％、介護 31.4％ 

 金沢区 医療 34.8％、子育て支援 29.3％、介護 26.7％ 

 保土ヶ谷区 医療 33.6％、子育て支援 33.2％、介護 31.9％ 

 旭区 医療 37.0％、子育て支援 33.4％、介護 28.3％ 

 瀬谷区 医療 33.1％、子育て支援 32.3％、介護 29.3％ 

 戸塚区 医療 35.9％、子育て支援 34.2％、介護 32.3％ 

 栄区 医療 37.5％、子育て支援 29.9％、介護 29.3％ 

 泉区 医療 31.3％、介護 30.6％、子育て支援 29.9％ 

 各行政区で上位３項目のほとんどは、医療、介護、子育て支援である。これ以外で上位３

項目に入っているのは教育（港北、都筑、緑、西）、環境（地球温暖化・緑・ごみ）が中区

の 1 区のみである。上位３項目以外で、全市平均で 10％以上の回答率が高いのは、「学び、

就労など若者支援」19.1％、「新型コロナ対策」18.8％、「防災」18.7％、「雇用」12.2％、

「障害児・者福祉」10.6％である。 

 

表-11-1 市長に特に力をいれてほしいことはなんですか（３つ選んでください） 

単位:％ 

子
育
て
支
援 

教
育 

学
び
、
就
労
な

ど
若
者
支
援 

雇
用 

医
療 

介
護 

中
小
企
業
・
自

営
業
支
援 

障
害
児
・
者
福

祉 

環
境
（
地
球
温
暖

化
・
緑
・
ご
み
） 

平
和
施
策 

住
宅
・
住
環
境 

横浜市計 

N＝8390 

2717 1991 1603 1027 2927 2336 718 890 2042 566 791 

32.3 23.7 19.1 12.2 34.8 27.8 8.5 10.6 24.3 6.7 9.4 

鶴見 33.2 25.6 16.4 11.2 36.5 28.1 9.3 9.4 23.3 7.3 8.6 

神奈川 31.4 19.4 17.7 15.2 35.7 28.3 9.8 12.2 23.4 7.3 11.2 

港北 36.1 30.5 20.7 11.9 29.6 22.7 8.9 10.3 26.9 5.6 9.9 

都筑 30.3 28.6 22.3 9.2 29.0 23.5 6.7 11.8 27.3 9.7 9.2 

緑 37.8 29.6 20.5 13.4 34.7 25.7 6.9 10.2 23.2 5.4 8.1 

青葉 36.9 25.4 20.6 12.0 34.6 27.4 8.0 10.9 26.6 6.9 8.0 

西 28.7 23.9 16.9 17.3 29.8 18.4 9.2 10.7 21.7 4.8 9.6 

中 28.3 24.6 19.1 13.7 35.2 25.6 11.3 13.0 25.9 4.8 15.0 

南 26.9 18.6 18.8 11.4 33.8 29.1 11.2 10.5 23.6 6.0 9.1 

港南 32.7 23.9 19.4 13.2 39.9 28.9 7.3 11.8 23.3 7.4 8.3 

磯子 33.8 21.6 19.3 15.2 38.9 31.4 8.1 13.5 24.0 6.8 9.5 

金沢 29.3 24.9 17.5 11.8 34.8 26.7 8.1 9.1 23.0 5.4 8.2 

保土ヶ谷 33.2 25.8 19.4 13.0 33.6 31.9 8.7 8.9 21.3 5.3 9.8 

旭 33.4 23.2 18.0 10.0 37.0 28.3 7.6 10.9 26.5 8.4 9.3 

瀬谷 32.3 23.2 24.3 9.1 33.1 29.3 6.5 10.3 24.0 5.7 11.0 

戸塚 34.2 18.2 18.0 10.4 35.9 32.3 9.5 9.5 25.6 6.6 11.2 

栄 29.9 17.5 21.4 9.3 37.5 29.3 6.5 9.9 25.9 8.7 7.6 

泉 29.9 21.6 19.4 12.2 31.3 30.6 8.6 10.1 25.5 11.2 7.9 

市外 50.0 20.0 10.0 20.0 40.0 20.0 20.0 20.0 10.0 0.0 0.0 

不明 25.0 15.0 20.0 30.0 30.0 25.0 10.0 15.0 10.0 15.0 10.0 
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表-11-2 防
災 

文
化
・
ス
ポ
ー

ツ 

人
権
・
ジ
ェ
ン

ダ
ー
平
等 

新
型
コ
ロ
ナ
対

策 

行
政
サ
ー
ビ
ス

の
デ
ジ
タ
ル
化 

観
光
・
賑
わ
い 

郊
外
部
の
活
性

化 

地
域
交
通 

市
民
参
加
・
住

民
自
治 

そ
の
他 

不
明 

横浜市計 
1574 302 648 1583 680 366 277 806 488 478 401 

18.7 3.6 7.7 18.8 8.1 4.4 3.3 9.6 5.8 5.7   

鶴見 18.7 3.5 6.9 19.2 6.6 4.3 1.3 7.8 4.1 5.8   

神奈川 21.0 5.1 8.2 20.4 8.4 3.9 2.4 9.8 4.3 6.6   

港北 20.8 2.7 9.5 17.8 10.3 4.5 1.4 7.3 5.7 7.3   

都筑 16.0 5.0 9.7 16.8 5.9 2.1 5.9 9.2 9.7 5.9   

緑 15.9 3.8 7.3 17.7 8.4 4.4 4.6 11.3 4.6 5.8   

青葉 21.1 4.6 8.9 17.7 9.7 3.7 3.1 6.6 8.0 8.0   

西 17.6 3.3 8.5 22.1 12.5 5.5 2.6 7.0 5.5 4.8   

中 22.2 8.2 6.5 17.4 11.3 10.2 3.1 9.2 7.8 7.5   

南 21.4 3.1 8.6 22.6 8.3 5.7 1.7 9.3 8.3 5.7   

港南 17.5 2.0 9.2 17.7 5.7 3.6 3.5 11.0 5.0 4.4   

磯子 20.3 3.4 10.8 22.6 9.1 4.1 1.4 6.1 4.7 5.1   

金沢 20.4 3.4 4.8 17.5 7.5 5.7 5.1 10.4 6.3 6.9   

保土ヶ谷 14.0 3.8 7.5 18.3 10.0 4.3 1.7 10.2 6.2 6.2   

旭 21.0 3.0 8.1 19.0 6.4 2.5 5.2 9.0 7.6 4.3   

瀬谷 14.4 3.4 6.1 14.1 4.6 3.0 6.5 13.7 7.6 3.8   

戸塚 19.7 3.6 6.3 18.0 6.5 2.3 2.5 9.1 3.8 4.0   

栄 12.4 2.0 5.6 21.1 9.9 4.2 5.4 14.9 3.7 3.4   

泉 16.5 4.0 7.2 17.6 6.5 5.4 5.4 11.9 3.6 6.8   

市外 10.0 10.0 0.0 30.0 0.0 0.0 0.0 10.0 20.0 0.0   

不明 25.0 0.0 10.0 30.0 25.0 20.0 5.0 5.0 5.0 5.0   

市の中心部と郊外部の要望の特徴 

 「郊外部の活性化」の回答率の高い区は、都筑区、金沢区、旭区、瀬谷区、栄区、泉区。

「地域交通」の回答率の高い区は、緑区、港南区、金沢区、保土ヶ谷区、瀬谷区、栄区、泉

区。「市民参加・住民自治」の回答率の高い区は、都筑区、青葉区、中区、南区、保土ヶ谷

区、旭区、瀬谷区。「行政サービスのデジタル化」の回答率の高い区は、西区、中区、港北

区、保土ヶ谷区である。 

職業等別に見た市長に特に力を入れてほしい回答率の上位３項目 

 正社員 子育て支援 48.7％、教育 31.6％、医療 26.6％ 

 臨時・契約社員 子育て支援 33.6％、医療 30.0％、防災 27.5％ 

 パート・アルバイト 子育て支援 33.7％、医療 30.9％、環境（地球温暖化・緑・ごみ）27.2％ 

 求職中 医療 38.5％、雇用 37.8％、子育て支援 23.7％ 

 公務員 子育て支援 48.9％、教育 47.2％、医療 24.7％ 

 自営業 中小企業・自営業者支援 36.4％、子育て支援 32.8％、医療 25.8％ 

 年金生活者 医療 41.1％、介護 34.6％、環境（地球温暖化・緑・ごみ）26.6％ 

 主婦・主夫 医療 40.3％、介護 34.3％、子育て支援 30.4％ 

 学生 学び、就労など若者支援 55.9％、教育 35.3％、子育て支援 35.3％ 

 どの職業等でもほぼ「医療」と「子育て支援」（年金者を除く）が上位３項目に入ってい

る。この２項目以外では「教育」、「学び、就労など若者支援」、「雇用」、「環境（地球温暖化・

緑・ごみ）」、「防災」が上位３項目にランクされている。 
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表—12 職業別に見た市長に特に力を入れてほしいこと（３つ選んでください）  

横
浜
市
計 

正
社
員 

臨
時
・
契
約

社
員 

パ
ー
ト
・
ア
ル

バ
イ
ト 

求
職
中 

公
務
員 

自
営
業 

年
金 

生
活
者 

主
婦
・
主
夫 

学
生 

そ
の
他 

全市計（不明を除く） 8399 1612 327 889 135 178 481 2439 1418 68 598 

子育て支援 32.3 48.7 33.6 33.7 23.7 48.9 32.8 24.1 30.4 35.3 24.4 

教育 23.7 31.6 25.1 24.4 16.3 47.2 19.8 18.2 24.8 35.3 19.7 

学び、就労など若者支援 19.1 19.7 19.2 21.4 17.8 20.2 15.0 17.0 21.4 55.9 17.6 

雇用 12.2 14.3 23.9 22.4 37.8 8.4 8.5 7.4 9.8 17.6 8.4 

医療 34.8 26.6 30.0 30.9 38.5 24.7 25.8 41.1 40.3 23.5 34.6 

介護 27.8 15.6 22.6 26.9 19.3 16.9 23.3 34.6 34.3 4.4 31.3 

中小企業・自営業支援 8.5 8.1 5.8 7.1 8.9 4.5 36.4 6.6 6.3 7.4 6.2 

障害児・者福祉 10.6 8.1 10.7 11.7 17.0 10.7 8.9 10.1 11.2 5.9 14.5 

環境⁽地球温暖化・緑・ごみ⁾ 24.3 18.9 21.1 27.2 16.3 21.3 20.8 26.6 26.9 17.6 26.6 

平和施策 6.7 3.5 7.0 6.5 3.0 5.1 4.8 9.2 7.2 1.5 7.9 

住宅・住環境 9.4 12.8 14.4 10.8 7.4 10.7 9.8 8.0 7.3 4.4 6.9 

防災 18.7 17.4 27.5 17.9 17.0 17.4 19.3 18.8 18.3 25.0 20.9 

文化・スポーツ 3.6 4.2 4.6 2.9 3.7 3.9 5.0 3.4 2.9 1.5 5.0 

人権・ジェンダー平等 7.7 8.5 8.6 7.4 14.1 7.3 8.1 7.2 6.4 8.8 9.2 

新型コロナ対策 18.8 12.8 20.2 17.4 22.2 11.8 18.7 21.0 23.3 13.2 19.2 

行政サービスのデジタル化 8.1 16.1 8.9 6.5 10.4 5.6 7.9 6.0 4.6 4.4 7.0 

観光・賑わい 4.4 6.5 6.4 4.3 3.0 5.1 8.3 3.1 2.8 11.8 3.2 

郊外部の活性化 3.3 3.1 4.3 1.7 2.2 2.2 6.7 3.2 2.8 4.4 5.0 

地域交通 9.6 10.0 8.9 8.3 6.7 6.7 7.9 10.5 10.4 11.8 8.4 

市民参加・住民自治 5.8 3.6 6.4 4.6 5.9 5.1 6.9 8.0 4.3 2.9 7.0 

その他 5.7 7.9 7.6 6.0 7.4 5.6 7.1 4.3 3.1 0.0 8.9 

 

５．市長公約の全員制の中学校給食について、市民はどう考えているか 

 

「公約通りすすめる」は

59.4％とほぼ６割となって

いる。現行の「注文制」を

支持する回答は 8.4％と 1

割弱に過ぎない。 

行政区別でみると、「公

約通りにすすめる」が多い

のが５行政区（鶴見区、都

筑区、緑区、南区、港南区、

栄区）で回答率は、66.3～

72.1％、「今の注文制を続け注文数を引き上げる」が多いのは５行政区（西区、旭区、瀬谷

区、戸塚区、泉区）で回答率は 10.4～13.3％である。「わからない」が多いのは８行政区

(神奈川区、港北区、西区、中区、磯子区、金沢区、保土谷区、旭区となっている)。 

表－13 全員制の中学校給食（SA）  N=8,800 

設問項目 
回答

者数 

回答

率％ 

公約通りすすめる 5,224 59.4 

いまの注文制をつづけて注文数を引き上げる 741 8.4 

わからない 1,677 19.1 

その他 451 5.1 

不明 707 8.0 
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表-14 行政区別に見た全員制の中学校給食について  

単位：％ 
合
計 

回
答
数 

鶴
見 

神
奈
川 

港
北 

都
筑 

緑 青
葉 西 中 南 

全体（不明を除く回答数） 8093 576 594 625 226 518 336 266 285 552 
公約通りすすめる 5224 67.0 60.9 65.9 72.1 68.7 64.0 57.9 63.5 66.3 
いまの注文制をつづけて注文数を引き上げる 741 8.5 8.9 7.0 7.1 8.5 8.6 12.0 8.1 9.6 
わからない 1677 19.4 23.7 21.8 15.5 18.1 19.3 21.8 21.8 19.4 
その他 451 5.0 6.4 5.3 5.3 4.6 8.0 8.3 6.7 4.7  

港
南 

磯
子 

金
沢 

保
土
ヶ
谷 

旭 瀬
谷 

戸
塚 

栄 泉 

全体（不明を除く回答数） 626 289 653 520 635 255 511 331 268 
公約通りすすめる 66.3 58.5 65.4 64.0 62.4 63.9 62.0 69.2 62.7 
いまの注文制をつづけて注文数を引き上げる 9.6 8.3 8.3 9.2 11.0 13.3 10.6 6.9 10.4 
わからない 19.3 24.9 21.9 22.3 20.8 18.8 21.3 19.9 19.8 
その他 4.8 8.3 4.4 4.4 5.8 3.9 6.1 3.9 7.1 

年齢階級別に「公約通りすすめる」の回答率が高いのは 30 歳台、70 歳台、40 歳台、60

歳台、80歳以上で、最高は 30歳台の 70.7％でいずれも過半数を超えている。 

 

６．市長の公約のうち〔三つの負担ゼロ〕について 

 〔三つの負担ゼロ〕について公約通りにすすめるが、中学３年生までの小児医療費ゼロ

52.0%、出産費用ゼロ 48.3%、敬老パス自己負担ゼロ 32.7%で、いずれも回答者の期待が高い

ことを示している。 

 

①中学３年生までの小児医療費ゼロ 

「公約通りすすめる」は 5 割以上

となっているが、「一部負担金をな

くす」や「所得制限の廃止」を求

める声も含めると 7 割を超える。

とくに子育て世代の 30 歳台、40

歳台では、「所得制限の廃止」がや

く 13％、「一部負担金の廃止」は

9％強で、これらを合わせると 8割

以上が改革を求めている。「現行通

り」は 1割に過ぎない。 

表-15 年齢階級別に見た全員制の中学校給食について 

 

合
計 

20
歳
以
下 

30
歳
台 

40
歳
台 

50
歳
台 

60
歳
台 

70
歳
台 

80
歳
以

上 不
明 

全市計（回答数） 8,093 422 801 844 956 1,300 2,182 14,70 118 

公約通りすすめる 5,159 56.4 70.7 66.5 57.9 61.8 70.4 61.2 55.1 

いまの注文制をつづけて注文数を引き上げる 724 10.4 7.4 9.4 10.6 10.8 8.2 8.4 14.4 

わからない 1,647 29.6 16.6 13.2 22.0 20.3 18.3 27.5 25.4 

その他 445 5.1 5.4 11.0 9.5 7.1 3.1 3.0 5.1 

表—16 中学３年生までの小児医療費ゼロの設問 

設問項目 回答数 回答率％ 

公約通りすすめる 4,573 52.0 

一部負担金をなくす 1,134 12.9 

所得制限の廃止 527 6.0 

現行のままでよい 887 10.1 

わからない 922 10.5 

不明 757 8.6 

全体 8,800 100.0 
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表－17 行政区別に見た中学３年生までの小児医療費ゼロの設問 

 
合
計 

鶴
見 

神
奈
川 

港
北 

都
筑 

緑 

青
葉 

西 中 南 
港

南 

磯

子 

全体（不明を除く） 8043 590 598 615 237 500 340 259 282 550 617 283 

公約通りすすめる 4573 60.0 50.8 59.7 58.2 60.8 55.9 57.9 52.8 55.6 55.9 55.8 

一部負担金をなくす 1134 13.6 16.6 11.1 15.6 11.2 13.8 12.0 14.5 14.9 14.9 17.0 

所得制限の廃止 527 6.6 8.4 8.0 5.5 7.4 7.6 6.2 5.3 6.4 6.3 5.3 

現行のままでよい 887 8.8 13.5 9.3 12.2 10.2 9.1 13.1 16.0 10.7 11.2 11.0 

わからない 922 11.0 10.7 12.0 8.4 10.4 13.5 10.8 11.3 12.4 11.7 11.0 

 
金
沢 

保
土
ヶ
谷 

旭 

瀬
谷 

戸
塚 

栄 泉 
市
外 

全体（不明を除く） 640 508 637 250 498 336 272 11 

公約通りすすめる 55.8 60.4 56.5 57.6 56.4 59.5 54.0 63.0 

一部負担金をなくす 15.2 12.0 16.6 13.6 12.4 13.4 5.1 18.2 

所得制限の廃止 6.1 5.9 5.5 8.4 7.0 4.2 5.1 9.1 

現行のままでよい 11.9 9.4 8.5 9.2 12.7 12.8 14.0 9.1 

わからない 11.1 12.2 12.9 11.2 11.4 10.1 11.8 0.0 

 

表—18 年齢階級別に見た中学３年生までの小児医療費ゼロの設問  
回答計 20歳以下 30歳台 40歳台 50歳台 60歳台 70歳台 80歳以上 

横浜市計（不明を除く） 8,043 421 800 855 953 1305 2166 1430 

公約通りすすめる 56.9 60.1 66.8 57.3 50.3 54.6 57.7 55.6 

一部負担金をなくす 14.1 13.4 9.4 9.2 11.6 17.8 16.9 13.1 

所得制限の廃止 6.6 9.3 13.0 13.5 7.5 3.9 4.1 3.9 

現行のままでよい 11.0 5.5 5.1 12.4 17.6 13.0 10.2 10.4 

わからない 11.5 11.4 5.8 7.6 13.0 10.7 11.1 16.9 

 

➁出産費用ゼロについて 

 「公約通りにすすめる」の回答率は 48.3%、

「費用負担を減らす」が 23.6%、合計で 7 割を超

えている。 

年齢階級別では 20 歳台以下の 86.2％、30 歳台

82.9％で特に期待は大きいことがわかる。 

 

 

 

表—20 年齢階級別に見た出産費用ゼロの設問  
合計 20歳台以下 30歳台 40歳台 50歳台 60歳台 70歳台 80歳以上 

全体（不明を除く） 8,631 421 798 857 957 1301 2153 1404 

公約通りすすめる 4,196 69.6 63.7 52.5 50.3 52.3 50.7 49.2 

費用負担を減らす 2,042 16.6 19.2 22.1 23.4 28.7 30.3 27.0 

現行のままでよい 800 4.3 11.7 15.4 15.7 10.1 8.6 6.4 

わからない 853 9.5 5.5 10.0 10.7 8.8 10.3 17.4 

 

表—19 出産費用ゼロの設問 

 回答数 回答率％ 

公約通りすすめる 4,249 48.3 

費用負担を減らす 2,076 23.6 

現行のままでよい 806 9.2 

わからない 874 9.9 

不明 795 9.0 

全体 8,800 100.0 
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➂敬老パス（75歳以上）自己負担ゼロ 

「公約通りにすすめる」32.7%、「負担の軽減」20.3%と合計で 53.0％と過半数を超えている。

「現行のままでよい」は 24.9％である。

「負担を増やす」が 6.0％、「制度を廃止

する」4.2％である。 

 

 

 

 

 

 

 

７．新型コロナウイルス感染拡大での影響について 

収入・売り上げの減少や失業・倒産をはじめ何らかの影響を受けているとの回答は約 45%で

影響はない 31％を大きく上回っている。 

 職業等別にみると、「収入の減少」が多いのは自営業 45.2％、「パート・アルバイト」

43.2％、「臨時・契約社員」35.0％、「求職中」34.9％、「正社員」29.8％などである。「売り

表—21 敬老パス（75歳以上）自己負担ゼロ 

 回答数 回答率％ 

公約通りすすめる 2,874 32.7 

負担の軽減 1,782 20.3 

現行のままでよい 2,191 24.9 

負担を増やす 527 6.0 

制度を廃止する 370 4.2 

わからない 506 5.8 

不明 550 6.3 

合計 8,800 100.0 

表—22 敬老パス（75歳以上）自己負担ゼロの設問(不明を除く) 

 横
浜
市
計 

鶴
見 

神
奈
川 

港
北 

都
筑 

緑 

青
葉 

西 中 南 
港
南 

磯
子 

回答数(不明を除く) 8250 596 606 616 244 514 346 268 288 571 646 289 

公約通りすすめる 2,874 38.6 35.3 37.5 38.5 36.2 35.8 34.7 40.3 33.3 32.0 31.8 

負担の軽減 1,782 24.3 25.2 20.0 22.1 20.0 17.9 17.9 18.1 25.2 18.9 19.7 

現行のままでよい 2,191 19.8 23.4 22.7 24.2 25.3 29.2 27.6 22.2 26.8 32.4 31.8 

負担を増やす 527 5.5 4.8 4.4 5.7 5.6 4.9 6.0 10.1 6.5 8.8 6.2 

制度を廃止する 370 5.4 5.8 6.3 2.0 3.5 4.6 8.2 5.6 3.3 3.4 4.8 

わからない 506 6.4 5.4 9.1 7.4 9.3 7.5 5.6 3.8 4.9 4.5 5.5 

 
金
沢 

保
土
ヶ
谷 

旭 

瀬
谷 

戸
塚 

栄 泉 

市
外 

全体（不明を除く） 653 527 665 260 513 344 274 11 

公約通りすすめる 33.8 37.2 31.3 31.5 31.0 38.1 31.4 72.7 

負担の軽減 19.6 22.2 24.1 23.5 20.9 22.7 22.3 9.1 

現行のままでよい 29.6 25.6 28.6 23.8 30.0 25.3 29.6 9.1 

負担を増やす 6.3 6.6 4.7 6.2 8.8 8.1 8.4 9.1 

制度を廃止する 4.0 4.0 4.1 5.8 4.1 2.0 5.1 0.0 

わからない 6.4 4.4 7.4 9.2 5.3 3.8 3.3 0.0 

表—23 新型コロナウイルス感染拡大での影響（ＭＡ）（N=8800） 

項 目 回答数 回答率％ 項 目 回答数 回答率％ 

収入の減少 1,840 20.9 生活費や学費が払えない 337 3.8 

売り上げの減少 588 6.7 退学・休学した 68 0.8 

失業した 278 3.2 影響はない 2,749 31.2 

倒産・廃業した 89 1.0 その他 2,136 24.3 

仕事が減った 829 9.4 不明 1,504 17.1 
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上げの減少」で多いのは、「自営業」が 39.8％、「正社員」13.3％。「失業した」は、「求職

中」が 32.5％、「パート・アルバイト」6.1％、「臨時・契約社員」5.7％。「倒産・廃業した」

は「求職中」3.2％、「自営業」2.0％。「仕事が減った」は「自営業」が 32.1％、「パート・

アルバイト」と「求職中」が同じ 22.2％、「臨時・契約社員」16.4％と非正規就業者と、自

営業が高い回答率となっている。「生活費や学費が払えない」では、「求職中」が 18.3％、「学

生」が 13.4％と高い回答率になっている。 

表—24 職業等別に見た新型コロナウイルス感染拡大での影響（複数回答可） 

  収
入
の 

減
少 

売
り
上
げ

の
減
少 

失
業
し
た 

倒
産
・
廃

業
し
た 

仕
事
が 

減
っ
た 

生
活
費
や
学

費
が
払
え
な

い 

退
学
・
休

学
し
た 

影
響
は
な

い 

そ
の
他 

N=7296 1840 588 278 89 829 337 68 2749 2136 

25.2 8.1 3.8 1.2 11.4 4.6 0.9 37.7 29.3 

正社員 29.8 13.3 1.8 0.6 11.5 4.5 0.6 42.1 19.7 

臨時・契約社員 35.0 6.3 5.7 0.6 16.4 5.7 0.3 33.1 21.8 

パート・アルバイト 43.2 7.1 6.1 1.1 22.2 6.2 0.9 30.1 19.5 

求職中 34.9 4.8 32.5 3.2 22.2 18.3 1.6 19.8 19.8 

公務員 19.5 0.6 2.4 0.6 2.4 1.2 0.0 45.7 34.1 

自営業 45.2 39.8 2.5 2.0 32.1 5.4 0.9 20.9 10.6 

年金生活 11.5 2.0 3.4 1.5 4.4 3.2 0.8 41.8 40.6 

主婦・主夫 22.5 3.7 3.1 1.3 6.7 4.1 1.5 40.9 33.4 

学生 22.4 3.0 3.0 0.0 7.5 13.4 6.0 38.8 23.9 

その他 16.4 4.1 3.2 1.2 8.9 3.0 0.6 33.3 45.2 

表—25行政区別に見た新型コロナウイルス感染拡大での影響（複数回答可） 

 計 鶴
見 

神
奈
川 

港
北 

都
筑 

 

緑 

青
葉 

西 中 南 

港

南 

磯

子 

全体（不明を除く） 7296 531 528 573 196 479 315 243 266 502 558 267 

収入の減少 1840 27.7 25.4 25.8 23.5 23.4 25.4 26.3 33.1 24.1 24.2 22.8 

売り上げの減少 588 8.9 8.1 9.4 5.1 8.1 6.7 11.9 13.9 10.2 7.5 4.9 

失業した 276 5.6 4.5 3.7 2.6 3.5 1.9 2.5 6.8 3.2 3.8 4.5 

倒産・廃業した 89 2.1 0.6 0.7 0.5 0.8 1.0 0.4 3.8 1.2 1.3 1.9 

仕事が減った 829 11.3 12.1 12.2 12.8 10.4 11.1 12.3 17.7 12.7 8.1 12.0 

生活費や学費が払えない 337 5.3 3.8 3.1 2.6 5.0 2.9 7.0 6.0 4.6 5.6 5.2 

退学・休学した 68 1.1 0.8 0.0 1.0 1.0 0.6 0.4 1.5 1.0 1.4 1.5 

影響はない 2749 35.8 37.1 37.5 38.3 34.2 37.5 41.6 38.0 37.6 37.5 38.6 

その他 2136 26.9 28.0 28.6 30.6 33.2 32.1 25.1 16.9 28.7 29.2 28.8 

 金
沢 

保
土
ヶ
谷 

 

旭 

瀬
谷 

戸
塚 

 

栄 

 

泉 

市
外 

全体（不明を除く） 580 467 543 225 463 297 227 10 

収入の減少 23.3 25.3 26.0 28.9 24.6 22.9 24.7 10.0 

売り上げの減少 7.9 5.6 7.6 7.6 7.3 6.1 8.4 10.0 

失業した 3.3 2.6 5.3 4.4 3.2 2.4 4.4 0.0 

倒産・廃業した 0.9 1.5 1.3 1.3 1.1 1.3 0.4 0.0 

仕事が減った 9.8 10.9 11.4 9.8 12.1 11.1 10.6 0.0 

生活費や学費が払えない 4.3 5.6 4.6 3.1 6.0 3.0 5.3 0.0 

退学・休学した 0.9 1.1 1.1 0.9 0.9 0.0 0.9 20.0 

影響はない 39.8 36.2 40.9 36.4 35.9 37.0 40.1 20.0 

その他 32.8 31.0 27.1 30.7 31.5 34.0 25.6 50.0 



13 

 

８．新型コロナウイルス感染症対策に横浜市として力を入れることについて 

 横浜市として力を入れることで

上位は①医療体制の拡充（45.4%）、

②PCR 等検査の拡大（39.8%）、③

ワクチン接種（33.1%）、④保健所

体制強化（31.8%）⑤学校・保育

園・高齢者施設・病院等の感染予

防対策（31.2%）となっている。

続いて、「自宅・ホテル療養者支

援」20.1％、「事業者への経済支

援」16.9％、「学生への支援」

16.7％と生活や事業の困難者への

支援である。 

 

表—27年齢階級別の新型コロナウイルス感染症対策として横浜市が力を入れること⁽複数回答可⁾ 

項 目 N＝7810 
合

計 

20歳台

以下 
30歳

台 
40歳

台 
50歳

台 
60歳

台 
70歳

台 
80歳

以上 

全体（不明を除く） 7810 420 795 854 962 1301 2044 1310 

ＰＣＲ等検査の拡大 44.9 32.9 30.7 38.3 42.9 49.9 52.8 46.0 

医療体制の拡充 51.2 45.2 45.5 49.4 52.4 57.3 51.9 48.8 

保健所体制強化 35.9 25.7 34.1 34.8 34.8 36.9 38.5 36.9 

ワクチン接種 37.3 29.8 25.4 24.9 30.8 40.0 43.5 46.7 

自宅・ホテル療養者支援 22.7 26.4 27.7 29.0 25.7 23.1 19.8 16.0 

事業者への経済支援 19.1 30.0 24.7 24.4 23.5 19.4 14.8 12.2 

学校‣保育園‣高齢者施設‣病院等の感染予防対策 35.1 24.8 37.5 33.7 30.7 36.3 35.8 39.2 

少人数学級の推進 10.6 7.6 16.1 19.4 9.6 11.2 8.5 6.1 

学生への支援 18.8 36.2 24.3 28.3 23.9 16.4 13.6 11.1 

その他 7.1 8.3 10.1 12.2 11.5 7.3 4.3 2.7 

 

９．地球温暖化対策に向けて市民が最も必要だと思うこと 

① ①再生可能エネルギー

の普及 26.1%、②一人

一人の努力・意識・身

近なところから取り組

む 21.2%、③省エネ/節

電/資源の無駄使いをし

ない 14.6%となってい

る。これは、④ごみの

削減/リサイクル/ゴミ

分別徹底 9.7%と併せてみると②④はライフスタイルの転換の国際的動向と同じ意識を回答者

が持っていることを示す。⑤車を使わない/電気自動車動車の普及/公共交通機関の使用 5.9%

となっているが、これについてはさらに検討する必要がある。 

表—26 新型コロナウイルス感染症対策として 

横浜市が力を入れること （複数回答可） 

項 目 回答数 回答率％ 

ＰＣＲ等検査の拡大 3,506 39.8 

医療体制の拡充 3,996 45.4 

保健所体制強化 2,802 31.8 

ワクチン接種 2,917 33.1 

自宅・ホテル療養者支援 1,769 20.1 

事業者への経済支援 1,490 16.9 

学校・保育園・高齢者施設・病院等の感染予防対策 2,743 31.2 

少人数学級の推進 825 9.4 

学生への支援 1,467 16.7 

その他 557 6.3 

不明 990 11.3 

表－28地球温暖化対策に向けて最も必要だと思うことは何ですか（SA） 

項 目 回答数 回答率％ 

一人一人の努力・意識・身近なところから取り組む 1,866 21.2 

車を使わない/電気自動車の普及/公共交通機関の使用 521 5.9 

省エネ/節電/資源の無駄使いをしない 1,284 14.6 

再生可能エネルギーの普及 2,294 26.1 

ゴミの削減/リサイクル/ゴミ分別徹底 854 9.7 

その他 435 4.9 

不明 1,546 17.6 

全体 8,800 100.0 
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 「再生可能エネルギーの普及」は 80 歳以上を除いて年齢階級別で一番高い回答率（27.5

～38.5％）になっている。２番目に高い回答率は「一人一人の努力・意識・身近なところから取り組

む」で回答率は 22.6～31.0％である。３番目に高い回答率は「省エネ/節電/資源の無駄使い

をしない」で回答率は、17.4～20.3％である。他方「車を使わない/電機自動車の普及/公共

交通機関の使用」の回答率は 7.9％と一番少ない回答率となっている。これがなぜなのかは

検討する必要がある。 

 

10．ジェンダー平等、男女平等に向けて横浜市が力を入れるべきことについて 

 横浜市が力をいれるべきこ

とを多い順にみると、①医

療・保育・介護などケア労働

の待遇改善 50.6%、②就労補

償対象として保育所・学童保

育の拡充 35.9%、③男性の育

児休業取得率の引き上げ

25.5%、④ひとり親世帯支援

の拡充 25.3%、⑤市の審議会

委員と管理職の女性登用

23.6%の順である。なお横浜

市の男性職員の育児休業取得

表—29 年齢階級別にみた地球温暖化対策に向けて最も必要だと思うこと（SA）(不明を除く) 

項 目 合計 
20歳

台以下 
30歳

台 
40歳

台 
50歳

台 
60歳

台 
70歳

台 
80歳

以上 

全体（不明を除く） 8,049 408 768 798 896 1197 1890 1195 

一人一人の努力・意識・身近なところから取り組む 25.7 24.3 24.1 26.2 24.4 22.6 25.5 31.0 

車を使わない/電気自動車の普及/公共交通機関の使用 7.2 6.4 9.0 8.3 8.3 5.5 6.1 7.9 

省エネ/節電/資源の無駄使いをしない 17.7 20.3 17.4 17.4 16.3 16.5 18.0 19.1 

再生可能エネルギーの普及 31.6 27.5 29.7 28.1 32.9 38.5 34.4 25.4 

ゴミの削減/リサイクル/ゴミ分別徹底 11.8 17.4 11.8 10.7 10.3 9.8 11.7 13.8 

その他 6.0 6.6 7.7 9.4 7.8 7.0 4.3 2.9 

表—30 ジェンダー平等、男女平等に向けて 

横浜市が力を入れるべきこと（複数回答可） 

項 目 回答数 回答率％ 

就労保障対策として保育所・学童保育の拡充 3,159 35.9 

男性の育児休業取得率の引き上げ 2,243 25.5 

医療・保育・介護などケア労働の待遇改善 4,457 50.6 

ひとり親世帯支援策の拡充 2,227 25.3 

生理の貧困解消対策 1,293 14.7 

市の審議会委員と管理職への女性登用 2,073 23.6 

ハラスメント対策の充実 1,921 21.8 

ＤＶに関する相談の場充実 1,500 17.0 

その他 505 5.7 

不明 1,306 14.8 

全体 8,800 100.0 

表—31 年代別に見たジェンダー平等、男女平等に向けて横浜市が力を入れるべきこと（複数回答可） 

項 目 単位:% 
横 浜

市計 
20歳台

以下 
30歳

台 
40歳

台 
50歳

台 
60歳

台 
70歳

台 
80歳

以上 

（不明を除く） 8,631 420 789 826 925 1261 1945 1213 

就労補償対策として保育所・学童保育の拡充 42.2 48.3 50.7 42.6 34.9 43.8 42.9 37.2 

男性の育児休業取得率の引き上げ 29.9 59.8 47.4 34.9 26.6 27.4 22.4 22.5 

医療・保育・介護などケア労働の待遇改善 59.5 39.8 49.8 52.7 57.1 60.1 64.0 70.9 

ひとり親世帯支援策の拡充 29.7 27.4 23.6 31.5 31.0 32.6 31.4 26.5 

生理の貧困解消対策 17.3 33.6 25.0 25.3 20.2 15.6 12.3 8.6 

市の審議会委員と管理職への女性登用 27.7 26.2 22.3 28.3 25.9 30.2 29.0 27.7 

ハラスメント対策の充実 25.6 30.0 27.1 33.8 34.7 28.2 21.2 15.3 

ＤＶに関する相談の場充実 20.0 22.1 18.0 23.8 27.4 22.4 17.5 13.4 

その他 6.7 7.4 7.1 10.7 11.1 7.7 4.3 3.4 



15 

 

率は 24.1%（2020 年度）、管理職に占める女性の割合は課長級以上 19.0%、係長級以上 24.9%

である（2022年度速報値 出所 2022年度横浜市男女共同参画推進会議）。 

 年齢階級別にみると、20 歳台以下、30 歳台では男性の育児休業取得率の引き上げを求め

る声が多く、40 歳台では生理の貧困解消対策、50 歳台、60 歳台では DV に関する相談の場

の充実、70歳台 80歳以上では医療・保育・介護などケア労働の充実を求める声が多い。 

 職業等別にみると「就労保障対策として保育所・学童保育の拡充」の回答率が高いのは、正社

員、公務員、主婦・主夫、自営業、年金生活である。「医療・保育・介護などケア労働の待遇

改善」の回答率は学生を除いて 50％以上の回答率である。 

 

 

おわりに 

 アンケートは、全世帯の約半分の 84 万枚を配布し、メールや郵便で回収したもので、横

浜市民全体の意識傾向を表したものではなく、回答した 8800 人の意識傾向を分析したこと

に留意する必要がある。しかし、回収数の規模からいって、偏りはあるが市民全体の傾向を

示している。 

 山中市長誕生後の市民アンケートで横浜市民の市政に求めているもの、関心事の一端を示

していることも確かである。 

 山中市長の仕事ぶりについては、市長誕生から半年経過した時点ではまだ何とも言えない

と評価している市民が３割以上で、今後の市政運営で評価もはっきりしてくると思われる。 

また、公約で掲げた「全員制の中学校給食」や「三つのゼロ」については期待の声は大き

いといえる。 

 市長に特に力を入れてほしいことでは、医療、子育て支援、介護、環境、教育、防災、新

型コロナ対策など生活に直結する要望が多く寄せられている。 

 地球温暖化対策やジェンダー平等という現代的課題についての施策については、市民の間

で様々な模索・探求が始まりつつあることが窺える。 

表—32 職業等別にみたジェンダー平等、男女平等に向けて 

横浜市が力を入れるべきこと （複数回答可） 

 合
計 

正
社
員 

臨
時
・ 

契
約
社
員 

パ
ー
ト
・ 

ア
ル
バ
イ
ト 

求
職
中 

公
務
員 

自
営
業 

年
金
生
活 

主
婦
・ 

主
夫 

学
生 

そ
の
他 

全体（不明を除く） 7494 1551 307 831 126 168 431 2054 1228 66 199 

就労保障対策として保育所・学童保育の拡充 42.2 47.5 40.7 37.6 37.3 42.9 42.0 41.5 43.3 37.9 39.0 

男性の育児休業取得率の引き上げ 29.9 38.1 33.2 33.7 25.4 32.7 28.8 22.0 32.2 62.1 22.7 

医療・保育・介護などケア労働の待遇改善 59.5 50.5 59.6 59.9 53.2 51.2 53.8 65.4 63.9 36.4 61.2 

ひとり親世帯支援策の拡充 29.7 28.2 34.9 30.8 37.3 26.8 29.2 30.7 26.9 34.8 31.4 

生理の貧困解消対策 17.3 21.9 24.8 19.1 29.4 14.3 17.2 10.9 18.0 34.8 16.3 

市の審議会委員と管理職への女性登用 27.7 22.5 30.6 31.2 27.0 20.2 29.5 27.4 30.7 36.4 29.6 

ハラスメント対策の充実 25.6 28.6 35.5 29.0 38.9 25.0 27.6 20.0 24.1 27.3 24.7 

ＤＶに関する相談の場充実 20.0 20.5 23.5 22.3 28.6 11.3 26.2 16.7 19.8 21.2 21.6 

その他 6.7 8.2 8.6 6.7 10.3 5.4 8.6 5.4 4.2 4.5 11.8 
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 ３年にも及ぶコロナ禍が第八波に突入しようとしている今日、アンケートに示された市民

の市政への期待や要望を参考に、日本共産党横浜市会議員団の議会内外の活動に役立ててい

くことが求められている。 
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